
●高速自動車国道法及び沖縄振興特別措置法の一部を改正する法律
＜平成15年4月25日成立 5月1日公布 5月12日施行＞

●高速自動車国道法施行令及び沖縄振興特別措置法施行令の一部を改正する
＜平成15年5月1日公布 5月12日施行＞政令

Ⅰ．趣 旨

国と地方の負担により国土交通大臣が高速自動車国道の整備を行うことができる
こととするため、所要の措置を規定。

Ⅱ．概 要

１．高速自動車国道法の一部改正
高速自動車国道の新設、改築、維持、修繕等に要する費用は、国がその４分の３以
上で政令で定める割合を、都道府県がその余の割合を負担するものとする （改正前。
は、国が全額負担 ）。
⇒ 新設、改築の国の負担割合 ： 一般 ３/４ 北海道 8.5/10（高速自動車国道
法施行令）

２．沖縄振興特別措置法の一部改正
、 ． 。沖縄における高速自動車国道について １ の負担割合の特例を設けるものとする

⇒ 新設、改築の国の負担割合 ： 9.5／10（沖縄振興特別措置法施行令）

●高速自動車国道及び直轄国道の国の負担割合
一般 北海道 沖縄

高速自動車国道 新設･改築 ３/４ 8.5/10 9.5/10
直轄国道 新設･改築（一般） ２/３ ８/10 9.5/10

改築（高規格） ７/10 ８/10 9.5/10

平成14年12月12日(木)「道路関係四公団の民営化について」政府･与党申し合わせ（抄）

２．平成15年度予算に関連する事項
② 新直轄方式の導入
新会社による整備の補完措置として、必要な高速道路を建設するため、国と地方の負担
（国：地方＝３：１）による新たな直轄事業を導入する。また、これに伴い新たに必要となる
地方負担を考慮して、国から地方へ税源移譲を行う。
③ この直轄による整備は、できる限り少ない財政負担で高速道路ネットワークを整備する観点
から、１．①のコスト縮減や新会社による投資可能額を踏まえ、約３兆円を現時点での目安と
し、今後の交通需要、金利動向等を踏まえ、必要に応じ見直すものとする。また、対象とする
路線は、料金収入により管理費を賄えない路線など、新会社による整備・管理が難しいと見込
まれる路線・区間とする。
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平成15年度予算　事業費　： 約 1,300億円
国　費　：　 1,000億円
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